
第５章 産業連関分析のための各種係数の内容と計算方法 
 

 

第１節 投入係数 

 

１ 投入係数の計算方法 

 

「投入係数（input coefficients)」とは、各列部

門において、１単位の生産を行う際に必要とされる原

材料等の単位を示したもので、取引基本表の中間需要

の列部門ごとに、原材料等の投入額を当該列部門の国

内生産額で除すことによって得られる係数である。こ

れを使用することにより、取引基本表では金額で表さ

れている産業間の取引関係を比率としてみることが可

能になる。この投入係数を列部門別に一覧表にしたも

のが「投入係数表」である（図５－２を参照）。 

国内経済を単純化し、部門１及び部門２だけから

なるものと仮定した場合、取引基本表は、図５－１

のように表すことができる。 

図５－１ 取引基本表（概念図） 

 
〔列〕 

部門１ 

〔列〕 

部門２ 
最終需要 

国内 

生産額 

〔行〕部門１ 11x  12x  1F  1X  

〔行〕部門２ 21x  22x  2F  2X  

粗付加価値 1V  2V    

国内生産額 1X  2X    

ただし、次のバランス式が成り立つものとする。 

需給バランス式（総需要と総供給の均衡） 
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ここで、〔列〕部門１が〔行〕部門１から投入した

額 11x を〔列〕部門１の国内生産額 1X で除した値を

11a とすれば、 11a は〔列〕部門１の生産物を１単位

生産するために必要な〔行〕部門１からの投入額を

表している。 

1

11
11 X

xa =  ································ ① 

同様に、 12121 Xxa = は、〔列〕部門１がその生産

物を１単位生産するために必要な〔行〕部門２から

の投入した原材料等の額を表している。 

中間投入と同様に、〔列〕部門１の粗付加価値 1V

をその国内生産額で除して、 111 XVv = を定義でき

る。 

この場合、粗付加価値 1V が、〔列〕部門１の労働

や資本などの投入額を意味するから、 1v はそれら生

産要素の投入原単位を示していると考えることがで

きる。 

以上の計算を〔列〕部門２についても同様に行う

と、図５－２のような投入係数表を求めることがで

きる。 

図５－２ 投入係数表（概念図） 
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投入係数表は、各列部門において、それぞれ１単

位（注）の生産を行うために必要な原材料等の大きさ

を表したものであり、粗付加価値部分を含む投入係

数の和は、各列部門とも1.0となる。これを平成27年

表の13部門分類について計算したのが、第２章の１

－(3)である。 

例えば、表頭（表の上部）の農林漁業をタテ方向

にみると、農林漁業が１単位の生産を行うに当たっ

て、農林漁業自身からは0.121569単位、製造業から

は0.230494単位などの原材料等が中間投入されてお

り、全体としては0.523411単位の中間投入が必要で

あったこと、また、その生産の結果として0.476589

単位の粗付加価値が新たに生み出されたことを読み

取ることができる。 

（注） ここでいう「単位」は、本来、重量、個数等の物量

単位であることが望ましいが、産業連関表は単位の異な

る様々な商品を統一的に記述するため、金額によって表

示しており、そこから計算される投入係数は、対象年次

の価格で評価された金額ベースの投入係数である。 

ところで、今、Ａ商品100円を生産するためにＢ商

品を50円投入したとする。もし、全ての商品の価格

が数量×単価で表せるものとすると、これは、「１円

で買えるＡ商品」100個を生産するために、「１円で

買えるＢ商品」50個を投入したと考えることができ

る。全ての産業の生産数量を１円（又は１ドル、100

 〔列〕 

部門１ 

〔列〕

部門２ 

〔行〕部門１ 11a  12a  

〔行〕部門２ 21a  22a  

粗付加価値 1v  2v  

国内生産額 1.0 1.0 

（注） 
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万円等の同一金額）価値相当の数量を単位として、

その物量を評価し、各産業の生産単位を比較可能に

したものを「円価値単位」の産業連関表という。そ

のとき基準年の「円価値単位」による評価は名目金

額そのものとなり、比較年に基準年の「円価値単位」

を適用すれば、基準時表の円価値相当で評価した

「実質評価」となる。 

 

２ 投入係数の意味 

 

(1) 投入係数による生産波及の測定 

次に、投入係数がどのような意味を持っているかに

ついて、前記１の図５－１及び図５－２を用いて考え

てみることとする。 

今、部門１に対する需要が１単位だけ増加したもの

とすると、部門１は、その１単位の生産を行うために、

当然、原材料等が必要となり、部門１は、その投入係

数に従って、部門１及び部門２に対して、それぞれ

11a 単位及び 21a 単位の原材料等の中間需要を発生さ

せる。これが第１次の生産波及である。そして、需要

を受けた部門１及び部門２は、それぞれ 11a 単位及び

21a 単位の生産を行うに当たって、更にそれぞれの投

入係数に従って第２次の生産波及を引き起こす。この

ような生産波及の過程は、無限に続けられ、その結果

としての究極的な各部門の国内生産額の水準は、これ

ら生産波及の総和として計算することができる。 

このように投入係数は、ある部門に対して一定の最

終需要が発生した場合、究極的にみて各部門の生産を

どれだけ誘発するかを測定する鍵となるものである。 

しかし、実際の計算において、生産波及の各過程を

その都度追跡し、計算することは事実上不可能であり、

また、現実的でもない。そこで、このような生産波及

の計算を簡略化するために、後述する逆行列係数が用

意されるが、その前提として、まず、生産波及の過程

について述べることとする。 

(2) 生産波及の数学的計算 

前記１の図５－１におけるヨコ（行）方向の需

給バランス式は、次のとおりである。 
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①式と同様に 21a 、 12a 、 22a を計算して②式に

代入して変形すると、 
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となる。 

③式にみられるとおり、最終需要と国内生産額

との間には、一定の関係が存在しており、その関

係を規定しているのが「投入係数」ということに

なる。 

また、③式を行列表示すると 
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となる。このとき、 
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を投入係数行列という。 

③式の連立方程式の最終需要 1F 及び 2F に具体

的な数値を与えれば、これを解くことによって、

最終需要を過不足なく満たすための国内生産額を

求めることができる。この計算により、前記(1)で

述べたような生産波及効果の結果としての部門１

及び部門２の国内生産額の水準を計算したことに

なる。 

ある部門に対する需要の増加は、その部門が生

産を行うに当たって原材料、燃料等を各部門から

投入する必要があるため、その部門だけではなく

他部門の生産にも影響を及ぼし、それがまた自部

門に対する需要となって返ってくるという生産波

及効果をもたらす。③式は、このような生産波及

効果の累積結果を計算し得る仕組みを示したもの

であり、これが投入係数を基礎とする産業連関分

析の基本となる考え方である。 

しかし、この考え方には、次に述べるような

「投入係数の安定性」という前提が置かれている

ことが重要である。仮に、投入係数が常に変動し

ているような場合であれば、最終需要と国内生産

額との間に上記のような関係は求めることができ

ない。 

 

３ 投入係数の安定性 

 

(1) 生産技術水準の不変性 

産業連関分析においては、投入係数によって表

される各財・サービスの生産に必要な原材料、燃

料等の投入比率は、分析の対象年次と作表の対象

年次の間において大きな変化がないという前提が

置かれている。 

投入係数は、端的に言えば、ある特定の年次に

おいて採用されていた生産技術を反映したもので
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あり、生産技術が変化すれば、当然に投入係数も

変化することが考えられる。 

通常、短期間に大幅な生産技術の変化は考えら

れないが、技術革新のテンポの早い業種や地域に

おいては、分析の対象年次が作表の対象年次から

離れるにしたがって何らかの方法で投入係数の変

化についての情報を得て、投入係数を修正するこ

とも必要となる。 

(2) 生産規模に関する一定性 

各部門は、それぞれ生産規模の異なる企業、事

業所群で構成されているが、同一商品を生産して

いたとしても、生産規模が異なれば、当然に生産

技術構造の相違、規模の経済性などにより、個々

の企業や事業所では投入構造も異なったものとな

ることが考えられる。 

しかし、産業連関表は、作表の対象年次におけ

る生産規模のいわば平均的な生産構造を表したも

のであり、産業連関分析においては、各部門に格

付けされた企業、事業所の生産規模は、分析の対

象年次と作表の対象年次の間において大きな変化

がないという前提が置かれている。 

(3) 投入係数の変動要因 

産業連関分析では、分析の対象年次と作表の対

象年次の間においては投入係数に大きな変化がな

いという仮定が置かれているが、実際には前述し

た(1)及び(2)以外にも次のような要因により、時

間の経過とともに投入係数は変化する。 

ア 相対価格の変化 

取引基本表における各取引の大きさは、作表

対象年次の価格で評価されているため、それぞ

れの財・サービスの相対価格が変化すると、生

産技術構造が一定であったとしても、投入係数

が変化する。 

時系列比較を行う場合には、このような相対

価格の変化による影響を除去した固定価格評価

による接続産業連関表が必要となる。 

イ プロダクト・ミックスの変化 

同一部門に投入構造や単価の異なった複数の

商品が格付けられている（これをプロダクト・

ミックスという。）場合には、それぞれ商品の投

入構造や単価に変化がなくても、部門内の商品

構成が変化すれば、その部門全体としての投入

係数が変化することとなる。 

 

第２節 逆行列係数 

 

１ 逆行列係数の意味と計算方法 

 

ある部門に一定の最終需要が発生した場合に、そ

れが各部門に対して直接・間接にどのような影響を

及ぼすのかを分析することが、産業連関分析の最も

重要な分析の一つであり、その際に重要な役割を果

たすのが各部門の投入係数であることは、前述した

とおりである。 

今、仮に部門１及び部門２だけの国内経済を考え

た場合、第１節で述べたように、最終需要が与えら

れれば、次の連立方程式を解くことによって、部門

１及び部門２の国内生産額の水準を計算することが

できる。 



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=++

=++

22222121

11212111

XFXaXa

XFXaXa
 ················· ③ 

しかし、このように２部門だけであれば計算も容

易であるが、実際の部門数は、統合中分類の場合で

あっても107あり、その都度③式のような連立方程式

を解くことは現実的ではない。 

そこで、もし、ある部門に対する最終需要が１単

位生じた場合、各部門に対してどのような生産波及

が生じ、部門別の国内生産額が最終的にはどれだけ

になるかを、あらかじめ計算しておくことができれ

ば、分析を行う上で非常に便利である。このような

要請に応えて作成されるのが「逆行列係数表」であ

る。 

前記③式の行列表示 
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ル国内生産額の列ベクト

最終需要の列ベクトル

投入係数の行列

 

とすると、 

XFAX =+  ······························ ③’’ 
となる。これを X について解くと、 

( )
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となる（注）。ここで I は単位行列、 ( ) 1−− AI は ( )AI −

の逆行列であり、 

( )
1

2221

12111

1
1 −

−








−−
−−

=−
aa
aa

AI  

この行列の成分を「逆行列係数」と呼ぶ。これを

一つの表にまとめたものが、「逆行列係数表」であり、

各部門に対する１単位の需要増があった場合、究極

的に、どの部門の生産がどれだけ誘発されるかを示

す。逆行列係数を一度計算しておけば、③式の連立

方程式をその都度解く必要はなく、ある部門に対す

る最終需要を与えれば、直ちにその最終需要に対応

する各部門の国内生産額を計算することが可能とな

る。 

（注） 任意の最終需要 F (非負）に対して③”式が非負の

解を持つためには、行列 AI − の全ての首座小行列式

が正であること（ホーキンス・サイモンの条件）が必

要十分であり、また、 AI − の全ての首座小行列式が

正であるためには、 

( )n,,,ja
n

i
ij 211

1
=<∑

=
 

すなわち、投入係数の列和が全て１未満であること

（ソローの条件）が十分条件である。 

第２章の１－(4)は、平成27年表の取引基本表（13部

門分類）について、 1)( −−− 〕〔 AM̂II 型（後記２(2)を参

照）の逆行列係数を計算したものである。 

逆行列係数表の表頭に掲げた部門は、最終需要が

１単位発生した部門を表しており、表側（表の左部）

に掲げた部門は、それによって生産の誘発を受ける

部門を表している。例えば、表頭の農林漁業につい

て、これをタテにみると、農林漁業に１単位の最終

需要があると、農林漁業自身には最終的には

1.119526単位（注）の生産誘発があり、また、鉱業に

は0.000838単位、製造業には0.344368単位、建設に

は0.004946単位などの生産誘発が生じ、全体として

は、列和として表される1.797141単位の生産誘発が

引き起こされることを読み取ることができる。 

第１節で述べた投入係数は、ある一つの財・サー

ビスを１単位だけ生産する場合、直接必要となる原

材料等の量を示しているが、逆行列係数は、ある部

門に対して１単位の最終需要があった場合の各部門

に対する直接・間接の究極的な生産波及の大きさを

示している。 

（注） このように逆行列係数を生産誘発との関係でみると、

ある部門、例えば農林漁業に１単位の最終需要が発生

すると、それを満たすためには、まず農林漁業自身の

生産を１単位増加させなければならない（直接効果）。 

また、この農林漁業自身の生産増のために他部門の

生産も増加し、この影響で農林漁業の生産も更に追加

的に増加する（間接効果）。この結果、農林漁業の生産

増は、１単位以上になるのが普通である。このように、

自部門の生産増加の程度を示す逆行列係数表の対角要

素は、１を超えるのが普通である。 

また、逆行列を B ､その対角要素を iib とし、 i 番目

の要素が１で他の要素が0である列ベクトルを iu で表

せば、 
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となることから、逆行列 B の第 i 列のベクトルが、 i
部門に１単位の最終需要が発生した場合の各部門の生

産増加単位を表すことが分かる。（上に述べた理由によ

り 1≧iib ）。 

逆行列 B の第 i 列を合計した列和は第 i 部門の生産

誘発係数に相当する（第３節を参照）。 

 

２ 逆行列係数の類型（輸入の扱い） 

 

産業連関表を用いて生産波及の分析を行う場合に

は、輸入をどのように取り扱うかが大きな問題とな

る。前記１の③’’から導いた逆行列 ( ) 1−− AI は、輸入

を考えない単純なモデルに基づくものである。しか

し、実際の経済では、全ての商品が国産品のみで賄

われることは少なく、各種の商品が輸入され、産業

や家計等において国産品と合わせて消費されている

のが実態である。 

輸入を明示した取引基本表の概念図は、図５－３

のとおりである。 

表をヨコにみると中間需要𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖、最終需要𝐹𝐹𝑖𝑖とも輸

入分を含んだ供給となっているので、輸入分をマイ

ナスで表示することにより、ヨコの内訳合計が国内

生産額に一致するようになっている。 

図５－３ 取引基本表（輸入を明示した概念図） 
 

 部門１ 部門２ 最終需要 輸入 国内生産額 

部 門 １ 11x  12x  1F  1M−  1X  

部 門 ２ 21x  22x  2F  2M−  2X  

粗付加価値 1V  2V     

国内生産額 1X  2X     

投入係数に輸入分が含まれるということは、最終

需要によってもたらされる波及効果の全てが、国内

生産を誘発するのではなく、その一部は輸入を誘発

するということを意味する。 

逆に言えば、国内生産に対する誘発を正確に求め
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るためには、輸入誘発分を控除しなくてはならない。 

そのため、我が国では、輸入品の投入を考慮した

1)( −−− 〕〔 AM̂II 型の逆行列係数が一般的に利用されて

いるが、これを含め、逆行列係数には、以下の(1)か

ら(3)に説明するように、いくつかの型がある。 

(1) ( ) 1−− AI 型 

輸入額が外生的（国内の生産活動に関係なく変

動）に与えられると考えるモデルである。 

図５－３の需給バランス式は、次のように表さ

れる。 





=−++
=−++

222222121

111212111

XMFXaXa
XMFXaXa

 ··········· ④ 

これを行列表示すると 

XMFAX =−+ ······················· ④ ’ 
となる。 

これは、「競争輸入型」のモデルであって、中間

需要 AX 及び最終需要 F の中には一定の輸入が含

まれている。これを X について解くと、 

( )
( ) ( )MFAIX

MFXAI
MFAXX

−−=∴

−=−
−=−

−1

 

となる。 

このモデルでは、最終需要とともに輸入額につ

いても、外生的に決定されるものとなっているが、

輸入は、一般的には、国内の生産活動によって誘

発される性格のものであり、内生的（国内の生産

活動に関係し変動）に決定されるものと考えるの

が自然である。そのため、この型は、一般的な経

済波及効果分析では、あまり利用されていない。 

(2) 1)( −−− 〕〔 AM̂II 型 

最終需要 F を国内最終需要Y と輸出 E とに分離

したものである。すなわち、 

EYF +=  

とし、これを前記④’式に代入し、需給バランス式

を次のように表す。 

XMEYAX =−++  ····················· ⑤ 

産業連関表では、輸出について、通過取引（注）

を計上しないものとして作表している。したがっ

て、概念上、輸出には輸入品は含まれないものと

して扱われる。そこで、行別輸入係数を次のよう

に定義する。 

∑ +
=

j
ijij

i
i YXa

Mm  

すなわち、 im は i 商品の国内総需要に占める輸

入品の割合、輸入依存度を表し、 im−1 が自給率を

表す。 

⑤を i 行について記せば、 

∑ =−++
j

iiiijij XMEYXa  ··············· ⑥ 

輸入係数の定義から 









+= ∑

j
ijijii YXamM  ·················· ⑦ 

⑦を⑥に代入して整理すると、 

( ) ( ) iii
j

jijii EYmXamX +−=−− ∑ 11  ······· ⑧ 

輸入係数𝑚𝑚𝑖𝑖を対角要素とし、非対角要素を0とす

る対角行列を M̂ 、すなわち 
















=

nm

m
M̂

0

01

  

とすれば、⑧より次が得られる。 

EYM̂IXAM̂II +−=−− )()( 〕〔  ········· ⑨ 

⑨から 

〕〔〕〔 EYM̂IAM̂IIX +−−−= − )()( 1  ······· ⑩ 

となり、国内最終需要Y と輸出 E を与えることに

より、国内生産額 X を求めることができる。 

ここで AM̂I )( − は、輸入品の投入比率が中間需

要、最終需要を問わず、全ての部門について同一

であると仮定した場合の国産品の投入係数を示し、

また YM̂I )( − は、同様の仮定の下で国産品に対す

る国内最終需要を表している。言い換えれば、品

目ごと（行別）の輸入比率（輸入係数）が全ての

産出部門について同一と仮定したときの「競争輸

入型」モデルである。 

我が国では、一般的にはこのモデルによる逆行

列係数表が利用されている。第２章の１－(4)は、

この方式により、平成27年表の13部門分類につい

て作成したものである。 

（注） 「通過取引」とは、輸入した商品を国内で加工する

ことなく、そのまま輸出すること、つまり、商品が国

内を通過するだけの取引をいう。 

(3) 1−− ）（ dAI 型 

この逆行列係数は、「非競争輸入型」のモデル

によるものであり、輸入品の投入比率が部門によ

って異なる場合の分析を行うことが可能である。  

非競争輸入型の取引基本表を単純化し図５－４

のように表す。 
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図５－４ 取引基本表（非競争輸入型の概念図） 
 

 
 部門１ 部門２ 最終需要 輸入 国内生産額 

国

産 

部門１ dx11  
dx12  

dF1  － 1X  

部門２ 
dx21  

dx22  
dF2  － 2X  

輸

入 

部門１ mx11  
mx12  

mF1  1M−  － 

部門２ 
mx21  

mx22  
mF2  2M−  － 

粗付加価値 1V  2V     

国内生産額 1X  2X     

ここで、 

m
i

d
ii

m
ij

d
ijij

FFF

xxx

+=

+=
 

である。 

また、国産品の需給バランス式（ヨコ方向のバ

ランス式）は、次のとおりとなる。 







=++

=++

222221

111211

XFxx
XFxx

ddd

ddd

 ··················· ⑪ 

ここで、国内中間財の投入係数を、 

j

d
ijd

ij X
x

a =  

とすれば、⑪式は次のように変形される。 







=++

=++

22222121

11212111

XFXaXa
XFXaXa

ddd

ddd

 ············· ⑪ ’ 

これを行列表示すると、 

XFXA dd =+  ························· ⑪’’ 

これが「非競争輸入型」のモデルであり、中間

需要 XAd
及び最終需要

dF はいずれも国産品に対

するものであり、輸入品は含まれていない。 

⑪’’を X について解くと、 

( )
( ) dd

dd

dd

FAIX

FXAI
FXAX

1−
−=∴

=−

=−

 

となり、国産品に対する最終需要
dF を与えれば、

国内生産額 X の水準を求めることが可能である。 

なお、競争輸入型モデルとの関係は、次のよう

なものとなっている。すなわち、輸入品に対する

投入係数の行列
mA 、輸入品に対する最終需要の列

ベクトルを
mF とすれば、 

md

md

FFF
AAA

+=

+=
 

となる。これを用いて需給バランスを求めると 

( ) ( ) MXFFXAA mdmd +=+++  

となる。これが競争輸入型モデルの基本式である。 

実体経済における国産品と輸入品の投入割合は、

部門によって異なるのが普通であり、このモデル

による逆行列係数は、こうした状況を反映したモ

デ ル で あ る 。 こ の 型 の 逆 行 列 係 数 を 、

1)( −−− 〕〔 AM̂II 型と比較してみると、部門によって

は、かなり数値が異なる場合もある。 

関係府省庁の共同事業により作成する産業連関

表では、投入・産出を国産品と輸入品に分けて把

握できるようにしており、「競争輸入型」と「非競

争輸入型」の二通りの逆行列係数表を使用できる。

したがって、どちらの型を使うかは、分析目的や

作表のために置いた仮定との整合性等を勘案し選

択することとなる。 

 

３ 影響力係数と感応度係数 

 

(1) 影響力係数  

逆行列係数表の各列の数値は、その列部門に対

する最終需要（すなわち、国産品に対する需要）

が１単位発生した場合において、各行部門におい

て直接・間接に必要となる生産量を示し、その合

計（列和）は、その列部門に対する最終需要１単

位によって引き起こされる産業全体に対する生産

波及の大きさを表す。 

この部門別の列和を列和全体の平均値で除した

比率を求めると、それは、どの列部門に対する最

終需要があったときに、産業全体に与える生産波

及の影響が強いかという相対的な指標となる。こ

れが「影響力係数」と言われるものであり、次の

式によって計算される（図５－５を参照）。 

 

B
b j*=

=
体の平均値逆行列係数表の列和全

逆行列係数表の各列和
部門別影響力係数

 

ただし、 

∑∑∑

∑

==

=

j i
ij

j
j*

i
ijj*

b
n

b
n

B

bb

11  

 

平 成 27 年 表 の 統 合 大 分 類 （ 37 部 門 ） の

1)( −−− 〕〔 AM̂II 型逆行列係数を使用して計算した影

響力係数（表５－１を参照）によると、輸送機械、

ー115ー



鉄鋼等の影響力係数の値が大きくなっており、こ

れらはいずれも産業全体に与える生産波及の影響

が大きいことを示している。 

逆に、影響力係数の値が小さいものとしては、

石油・石炭製品、不動産、教育・研究等が挙げら

れるが、一般的にサービス業関係は、産業全体に

与える生産波及の影響が小さいと言える。 

ただし、逆行列係数の列和は、中間投入率が高

い程、大きくなる傾向があり、かつ、中間投入に

は同一部門間取引である「自部門投入」（列部門と

同じ行部門からの投入）が含まれ、それが中間投

入率を大きく左右する。そこで、「影響力係数」の

計算に当たっては、「自部門投入」を除く方法もあ

る。 

上式の影響力係数を、第１種影響力係数という

が、自部門への直接効果1.0を除いた間接効果だけ

を対象とするものを第２種影響力係数、自部門へ

の影響を完全に除去し、他部門への影響度合だけ

を対象とするものを第３種影響力係数という。 

(2) 感応度係数 

逆行列係数表の各行は、表頭の列部門に対して

それぞれ１単位の最終需要があったときに、その

行部門において直接・間接に必要となる供給量を

表しており、この部門別の行和を行和全体の平均

値で除した比率は、各列部門にそれぞれ１単位の

最終需要があったときに、どの行部門が相対的に

強い影響力を受けるかという相対的な指標となる。

これが「感応度係数」と言われるものであり、次

の式によって計算される（図５－５を参照）。 

B
b*i=

=
体の平均値逆行列係数表の行和全

逆行列係数表の各行和
部門別感応度係数

 

ただし、 

∑∑∑

∑

==

=

i j
ij

i
*i

j
ij*i

b
n

b
n

B

bb

11  

上式の感応度係数を第１種感応度係数というが、

「感応度係数」についても「影響力係数」と同様、

「自部門投入」を除く方法がある。この場合、影

響力係数と同様、第２種感応度係数と第３種感応

度係数が定義される。 

 

 

図５－５ 逆行列係数表（概念図） 
 

 1 2 3   n  行 和 感応度係数 

1 11b  12b  13b   nb1  *b1  Bb*1  

2 21b  22b  23b   nb2  *b2  Bb *2  

3 31b  32b  33b   nb3  *b3  Bb3  

        

        
        

        

n  1nb  2nb  3nb   nnb  *nb  Bb *n  

列 和 1*b  2*b  3*b    n*b  ∑
∑
= j*

*i

b

b
  

影響力 

係 数 B
b*1  

B
b*2  

B
b*3    

B
b n*    
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農林漁業

鉱業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品

電気機械

情報・通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給

水道

廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

教育・研究

医療・福祉

その他の非営利団体

サービス

対事業所サービス

対個人サービス

分類不明

0.0

1.0

2.0

3.0

0.0 1.0 2.0影響力係数

感
応
度
係
数

ⅠⅡ

Ⅲ Ⅳ

事務用品

平 成 27 年 表 の 統 合 大 分 類 （ 37 部 門 ） の 

1)( −−− 〕〔 AM̂II 型逆行列係数を使用して計算した感

応度係数（表５－１を参照）によると、対事業所

サービス、鉄鋼、運輸・郵便等の感応度係数が大

きくなっているが、これらはいずれも広く各産業

に対して、原材料・サービス等を提供している産

業であり、その意味で他産業の好不況の影響を受

けやすいものと考えられる。 

なお、影響力係数及び感応度係数とも、逆行列

係数を基本としていることから、部門統合の方法

や逆行列の型の違いで結果が異なることに注意を

要する。 

(3) 影響力係数と感応度係数による機能分析 

影響力係数と感応度係数とを組み合わせること

により、各部門がどのような特性を持っているか

を模式的に把握することができる。 

つまり、図５－６のように影響力係数を横軸に、

感応度係数を縦軸にして各部門の値をプロットす

ると、その位置によって、それぞれの部門が持っ

ている特性が判断できる。 

 

 

 

 

 

 

    

(注)●は財部門を、△はサービス部門を示す。 

図５－６ 影響力係数と感応度係数 

表５－１ 平成 27 年表における影響力係数表及び感応

度係数の一覧 

  影響力係数 感応度係数

01 農 林 漁 業 1.010260 0.858539
06 鉱 業 0.974293 0.616348
11 飲 食 料 品 1.107423 0.866508
15 繊 維 製 品 0.943860 0.657103
16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.127075 1.340074
20 化 学 製 品 1.089006 1.425355
21 石 油 ・ 石 炭 製 品 0.664006 1.073498
22 プラスチック ・ ゴム 製品 1.095830 1.158925
25 窯 業 ・ 土 石 製 品 0.945928 0.768289
26 鉄 鋼 1.392897 2.109189
27 非 鉄 金 属 0.999369 1.040784
28 金 属 製 品 1.137873 0.903461
29 は ん 用 機 械 1.095575 0.735453
30 生 産 用 機 械 1.071537 0.683843
31 業 務 用 機 械 1.030321 0.631975
32 電 子 部 品 1.026357 1.019865
33 電 気 機 械 1.074946 0.712558
34 情 報 通 信 機 器 1.035224 0.574928
35 輸 送 機 械 1.398763 1.089517
39 その他の製造工業製品 1.020225 0.880569
41 建 設 1.034871 0.703655
46 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 0.845210 1.408634
47 水 道 1.013427 0.690441
48 廃 棄 物 処 理 0.855902 0.659584
51 商 業 0.820816 1.922362
53 金 融 ・ 保 険 0.843133 1.041588
55 不 動 産 0.693512 0.866016
57 運 輸 ・ 郵 便 0.956132 1.943733
59 情 報 通 信 0.987709 1.467155
61 公 務 0.813507 0.741778
63 教 育 ・ 研 究 0.796899 0.580674
64 医 療 ・ 福 祉 0.879110 0.578521
65 他に分類されない会員制団体 0.893744 0.611857
66 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0.893801 2.697929
67 対 個 人 サ ー ビ ス 0.969546 0.609651
68 事 務 用 品 1.405265 0.606738
69 分 類 不 明 1.056648 0.722902

部　　　　　門
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Ⅰに位置する部門は、産業全体に対する影響力

が強く、かつ、影響も受け易い分野である。一般

に基礎資材などの原材料製造部門がこれに該当し、

鉄鋼、化学製品、パルプ・紙・木製品等がこの分

野に属している。 

Ⅱは、産業全体に対する影響力は弱いが、影響

は受け易い分野である。対事業所サービス、運

輸・郵便、商業など各産業に対するサービスの提

供部門が多くなっている。 

Ⅲは、産業全体に対する影響力が弱く、かつ、

影響も受けにくい分野である。鉱業、窯業・土石

製品などの一次産業型のもののほか、不動産、教

育・研究などの独立型の産業部門がこの分野に属

している。 

Ⅳは、産業全体に対する影響力は強いが、影響

は受けにくい分野である。最終財の製造部門が多

く、金属製品、はん用機械、電気機械、生産用機

械、情報・通信機器等がこの分野に属している。

第３節 最終需要と国内生産額との関係 

１ 最終需要項目別生産誘発額 

内生部門の各行部門は、中間需要部門（各生産部

門）及び最終需要部門に財・サービスの供給を行っ

ているが、内生部門の生産活動は、究極的には、最

終需要を満たすために行われているのであり、その

生産水準は、各最終需要の大きさによって決定され

る。すなわち、産業連関表では、競争輸入型モデル

で、輸入が国内需要に比例している場合は、逆行列

係数を介して、次のような関係が存在している。 

最終需要額逆行列国内生産額

〕〔〕〔 EYM̂IAM̂IIX +−−−= − )()( 1

ここで最終需要 ）（F は、大別すれば、国内最終需要

）（Y である①家計外消費支出、②民間消費支出、③一

般政府消費支出、④国内総固定資本形成及び⑤在庫

純増並びに⑥輸出 ）（E の６項目からなっているが、各

部門の国内生産額が、どの最終需要項目によってど

れだけ誘発されたものであるのか、その内訳をみた

のが「最終需要項目別生産誘発額」である。 

これは、国内生産額の変動が、最終需要のどの項

目によってもたらされたものであるのかを分析する

ための一つの指標となるものであり、次のように計

算される。 

前述のように最終需要ベクトル𝐹𝐹は国内最終需要ベ

クトル𝑌𝑌と輸出ベクトル𝐸𝐸に分解される。更に、国内

最終需要ベクトル𝑌𝑌を各国内最終需要項目（民間消費

支出、国内総固定資本形成等）ベクトルに分解する。

NYYYYY ++++= 321

各国内最終需要項目によって誘発される生産額ベ

クトルを kX で表せば、

N,,,kYM̂IAM̂IIX kk 21)()( 1 =−−−= −〕〔

輸出 E によって誘発される生産額ベクトルは、

EAM̂IIX E
1)( −−−= 〕〔

となり、各最終需要項目別生産誘発額の和が、国内

生産額であるから、 

E

N

k
k XXX +=∑

=1

が成立する。 

逆行列として 1−− ）（ dAI を使用することももちろん

可能であり、その場合、右辺に乗ずる最終需要ベク

トルは国産品に対する最終需要 ）（ dF になる。

２ 最終需要項目別生産誘発係数 

最終需要項目別生産誘発額を、それぞれ対応する

項目の最終需要の合計額で除した比率を「最終需要

項目別生産誘発係数」と言う。 

すなわち、 

（国内最終需要項目）
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とすれば、国内最終需要項目 k 及び輸出による部門 i
の生産誘発額は、それぞれ ikX 、 1+NiX となり、生産

誘発係数は、 







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
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∑
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（輸出）

（国内最終需要）
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最終需要項目別
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と表される（図５－７を参照）。 

これは、ある最終需要項目が合計で１単位（品目

別構成は同じ）増加した場合、各部門の国内生産額

がどれだけ増加するかを示すものとなっている。 

なお、最終需要項目別生産誘発係数を部門につい

て合計したもの、すなわち、 

∑
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∑

∑

=

=
+

=

=
n

j
j
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i
N,i

n

j
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n

i
ik
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1
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1

1 及び  

を生産誘発係数と呼ぶ場合もある。 

図５－７ 最終需要項目別生産誘発係数（概念図） 

  最 終 需 要 項 目 
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(注) 1+Niik X,X  ：最終需要項目別生産誘発額 

 ∑∑
==

n

j
j

n

j
jk E,Y

11
 ：項目別最終需要額の合計値 

 

３ 最終需要項目別生産誘発依存度 

 

各部門ごとの生産誘発額の項目別構成比を「最終

需要項目別生産誘発依存度」という。各部門の国内

生産額が、どの最終需要の項目によってどれだけ誘

発されたのか、そのウエイトを示したものである

（図５－８を参照）。 

 

 

 

 

 

図５－８ 最終需要項目別生産誘発依存度（概念図） 

  最 終 需 要 項 目 合 

計   1 2 3       N  1+N  
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1 最終需要項目別生産誘発依存度 
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(注) 1+Niik X,X  ：最終需要項目別生産誘発額 

 iX  ：生産誘発額の合計値（国内生産額） 

 

第４節 最終需要と粗付加価値との関係 

 

各部門の国内生産額は中間投入額と粗付加価値額で

構成されているが、国内生産額は最終需要によって誘

発されるものであり、その一部である粗付加価値額も

同様に最終需要によって誘発されるものと考えられる。 

すなわち、第３節で述べた国内生産と最終需要との

関係式を、粗付加価値と最終需要についても同様に適

用することができる。 

各産業部門（列部門）の粗付加価値額を当該列部門

の国内生産額で除した比率を粗付加価値率という。生

産物１単位当たりの粗付加価値であり、これを要素と

する対角行列を v̂ とする。 

 

 

 

 

 

 

すなわち、𝑉𝑉を粗付加価値額ベクトルとすれば、 

XvV ・ˆ=  

である。 

したがって、第３節で述べた需給バランス式を粗付

加価値について示すと、 

〕〔〕・〔 EYMIAMIIvV +−−−= − )ˆ()ˆ(ˆ 1  

である。この式を用いて、生産誘発と同様に、 

① 粗付加価値誘発額 

② 粗付加価値誘発係数 

③ 粗付加価値誘発依存度 

が定義される。 
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生産誘発係数と粗付加価値誘発係数を比較すると、

生産誘発係数の場合、最終需要項目の中で大きな値を

示していた「輸出」及び「国内総固定資本形成」が、

粗付加価値誘発係数の場合はともに「消費」に比べて

小さい点である。このことは、景気拡大のいわゆるカ

ンフル剤としては公共投資の追加や輸出促進策などの

政策が効果的であるが、付加価値レベル（ＧＤＰレベ

ル）では、むしろ消費による刺激策の方が効果的であ

ることを示している。 

 

第５節 最終需要と輸入との関係 

 

１ 最終需要項目別輸入誘発額、同誘発係数及

び同誘発依存度 

 

ある最終需要が生じたとき、通常その全てが国内

生産によって賄われるものではなく、一部は輸入に

よって賄われる。 

産業連関分析の柱の一つは、ある最終需要が発生

した時、それを起因として誘発される各産業部門の

生産額の大きさを計測することにあるが、同時にそ

れによって誘発される輸入額の大きさを求めること

も可能である。その際に必要となるのが各産業部門

の輸入係数であり、最終需要１単位によって誘発さ

れる輸入の大きさは、輸入係数を介して計算される 

我 が 国 に お い て 一 般 的 に 利 用 さ れ て い る
1)ˆ( −−− 〕〔 AMII  型の逆行列係数においては、第２

節２(2)で述べたとおり、産業連関表が通過取引を対

象としない（すなわち、輸出品の中に輸入品は含ま

れない。）ため、輸入係数は、国内需要に対する比率

として、次のように定義される。 

 

 

 

････････････････････ ⑫ 

国内生産額 X は、 

〕〔〕〔 EYMIAMIIX +−−−= − )ˆ()ˆ( 1 ･･･････････ ⑬ 

であり、⑬について、逆行列 1)ˆ( −−− 〕〔 AMII をB で表

し、⑫式に代入し展開すると、 

YMABEMYMIABMM ˆˆ)ˆ(ˆ ++−=  

ABEMYMMIABMM ˆˆ)ˆ(ˆ ++−= 〕〔  ･･････････ ⑭ 

となる。すなわち、輸入 M は、輸出を除く国内最終

需要によって誘発されるもの（⑭式の右辺第１項）

と、輸出 E によって誘発されるもの（⑭式の右辺第

２項）とに分離される。 

なお、 ABM̂ は、逆行列係数 B に輸入品の投入係数

AM̂ を乗じたものとして理解される。 

輸入が最終需要の各項目によってどれだけ誘発さ

れたのか、その内訳を示したのが「最終需要項目別

輸入誘発額」であり、⑭式にみられるとおり、輸入

M が、 

ABEMYMMIABMM ˆˆ)ˆ(ˆ ++−= 〕〔  

と、分解されることからも明らかなようにそれぞれ

対応する項目の最終需要額を乗じて計算される。す

なわち、国内最終需要である「家計外消費支出」か

ら「在庫純増」までの各最終需要項目ベクトルに行

列 〕〔 MMIABM ˆ)ˆ(ˆ +− を、「輸出」については輸出ベク

トルに行列 ABM̂ を、それぞれ乗じて求められる。 

最終需要項目別輸入誘発係数及び輸入誘発依存度

については、第３節の生産誘発係数及び生産誘発依

存度と同様の方法で算出されるものであり、ここで

は説明を省略する。 

 

２ 総合輸入係数 

 

行列 〕〔 MMIABM ˆ)ˆ(ˆ +− ABM̂、 のそれぞれの列和は、

各産業に「輸出を除く最終需要」及び「輸出」がそ

れぞれ１単位（品目別構成は同じ）発生した場合の

輸入誘発の大きさを表す係数であり、「総合輸入係

数」と呼ばれている。数値は、計数編(3)及び(4)に

おいて、それぞれ統合小分類（187部門）、統合中分

類（107部門）によるものを掲載している。 

 

第６節 労働力の産業連関分析係数 

 

１ 労働誘発係数 

 

産業連関表では、既に述べたとおり、国内生産額

と最終需要との間には、逆行列係数を介した次のよ

うな関係があり、最終需要に対する生産誘発係数が

計算される。 

〕〔〕〔 EYM̂IAM̂IIX +−−−= − )()( 1  ········· ⑮ 

X  ：国内生産額 

1)( −−− 〕〔 AM̂II  ：逆行列 

〕〔 EYM̂I +− )(  ：最終需要額 

これを産業連関表の付帯表の一つである雇用表又

は雇用マトリックスに適用することで、労働投入係

数や労働誘発係数が算出される。 
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まず、雇用表（各列部門について、１年間に生産

活動のために投入した労働の量を、従業上の地位別

に年平均人数で表示した行列。詳細は第７章３を参

照） L の各要素を、その列部門の国内生産額で除し

て得られる労働投入係数の行列を 'L とする。 

この労働投入係数は、単位生産額当たり直接に必

要な労働量を示すものであり、一般的に労働生産性

の逆数に相当する。 

図５－９ 雇用表 L  
 

 
部
門
１ 

部
門
２ 

部
門
３ 

･････ 
部
門 

従 業 者 総 数 11l  12l  13l  ･････ nl1  

個 人 業 主 21l  22l  23l  ･････ nl2  

家 族 従 業 者 31l  32l  33l  ･････ nl3  

      
      
      

国 内 生 産 額 1X  2X  3X  ･････ nX  

図５－10 労働投入係数の行列 L′  
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門
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従 業 者 総 数 11l′  12l′  13l′  ･････ nl1′  

個 人 業 主 21l′  22l′  23l′  ･････ nl2′  

家 族 従 業 者 31l′  32l′  33l′  ･････ nl3′  

      
      
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（注）
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ij
ij X

l
l =′  

ここで、従業者総数及び各従業上の地位のうちの

第 i 番目についての分析を行うものとする。 L の第 i
行をタテに並べたベクトルを iL 、 L′の第 i 行の成分

を対角に並べた行列を iL̂′、すなわち、 
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として、⑮式を用いると、 

XL̂L ii ′=  

〕〔〕〔 EYM̂IAM̂IIL̂i +−−−′= − )()( 1  

〕〔 EYM̂IBL̂i +−′= )(  ···················· ⑯ 

ただし、 1)( −−−= 〕〔 AM̂IIB  

となる。 

行列 BL̂i′ の各列は、それぞれの部門に対する最終

需要が１単位増加した場合に、各部門において直

接・間接に必要となる労働力需要の大きさを示すも

のとなっており、この行列 BL̂i′ の成分を通常「労働誘

発係数」と呼んでいる。 

一方、 BL′ の各列は、それぞれの部門に対する最

終需要が１単位生じた場合に、直接・間接に必要と

なる従業上の地位別の労働力需要の大きさを示すも

のであり、これも一種の「労働誘発係数」と言える。

なお、後述する「職業誘発係数」は、後者の考え方

に対応するものである。 

また、国内最終需要Y は、家計消費支出、一般政

府消費支出、国内総固定資本形成等からなり、これ

を 

NYYYY +++= 21  ························ ⑰ 

のように表せば、⑯、⑰式から 

( ) 〕〔 EYYYM̂IBL̂L Nii ++++−′= 21)(  

BEL̂YM̂IBL̂YM̂IBL̂ iNii ′+−′++−′= )()( 1   ··· ⑱ 

が得られる。右辺の各項は、誘発される労働量の最

終需要項目別内訳となっている。 

ここで、産業連関分析を行う上では、投入係数は

安定的であり、産業連関表の作成対象年と分析対象

年との間に大きな変化がないという仮定が置かれて

いるが、労働力の産業連関分析を行う上でも同様で

あり、労働投入係数は安定的であるという仮定が置

かれている。 

しかし、労働投入係数の場合は投入係数と異なり、

必ずしも安定的であるとは言えない面がある。例え

ば、ある部門の生産額が２倍になったとしても、産

業ロボットの導入や操業度の引き上げ等で対応する

ことにより、労働投入量が必ずしも生産額に比例し２

倍になるとは限らない場合がある。したがって、労働

力の産業連関分析を行う場合には、操業度や労働生

産性の変化等について十分考慮することが必要であ

る。 

 

２ 労働誘発に関する影響力係数と感応度係数 

 

逆行列係数から影響力係数と感応度係数が計算さ

れたように、労働誘発係数の行列 BL̂i′ からも労働誘発

に関する影響力係数と感応度係数が計算される。 
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(1) 労働誘発に関する影響力係数 

ある部門の最終需要が１単位増加した場合、各

列部門の労働需要に対してどれだけの影響を与え

ることになるのか、その程度を部門間で比較する

場合に用いられる指標である。 

「労働誘発に関する第１種影響力係数」は、次

式により計算される。 

C
C j=

=
和全体の平均値労働誘発係数行列の列

列和労働誘発係数行列の各

門別第１種影響力係数労働誘発に関する部

 

ただし、 

∑∑ ==

=′=

j
j

i
ijj

iji

C
n

C,CC

CBL̂C
1

〕〔

 

この影響力係数が大きいほど、その部門の最終

需要１単位によって誘発される各部門の労働需要

量が相対的に大きいことを表す。 

この「労働誘発に関する第１種影響力係数」は、

その自部門を含む直接・間接の労働誘発効果を示

すものであるが、逆行列係数から計算したものと

同様、このほかに、自部門への直接効果のみ除き、

他部門に対する労働誘発効果をみた「労働誘発に

関する第２種影響力係数」と、自部門への直接・

間接の影響を完全に除き、他部門に対する労働誘

発効果だけをみた「労働誘発に関する第３種影響

力係数」がある。 

(2) 労働誘発に関する感応度係数 

影響力係数は、労働誘発係数の各列和から計算

されたものであるが、各行和からも同様の方法で

「感応度係数」を計算することができる。このう

ち「労働誘発に関する第１種感応度係数」は、全

ての部門の最終需要がそれぞれ１単位である場合

に各部門がどれだけの労働誘発効果を受けるのか、

その程度を部門間で比較する場合に用いられ、次

式により計算される。 

C
Ci=

=
和全体の平均値労働誘発係数行列の行

行和労働誘発係数行列の各

門別第１種感応度係数労働誘発に関する部

 

ただし、 

 

∑∑ ==
i

i
j

iji C
n

C,CC 1
 

この「労働誘発に関する第１種感応度係数」の

高い部門ほど、労働誘発効果を受ける度合が強い

ということになる。 

なお、「労働誘発に関する影響力係数」と同様に、

労働誘発に関する感応度係数についても、「労働誘

発に関する第２種感応度係数」と「労働誘発に関

する第３種感応度係数」が算出される。 

 

３ 職業誘発係数 

 

産業連関表の付帯表の一つである雇用マトリック

ス（前記１記載の雇用表から得た有給役員を含む雇

用者について、これを更に職業別に表示した行列。

詳細は第７章４を参照）を用いることにより職業誘

発係数が計算できる。 

雇用マトリックス S の各要素をその列部門の国内

生産額で除して得られる職業投入係数の行列を S′と
する。 

図５－11 雇用マトリックス S  
 

 
部
門
１ 

部
門
２ 

部
門
３ 

･････ 
部
門 

 

職 業 １ 11S  12S  13S  ･････ nS1  

職 業 ２ 21S  22S  23S  ･････ nS2  

職 業 ３ 31S  32S  33S  ･････ nS3  

      
      
      

国 内 生 産 額 1X  2X  3X  ･････ nX   

（注）雇用者には有給役員が含まれる。 

図５－12 職業投入係数の行列 S′  
 

 
部
門
１ 

部
門
２ 

部
門
３ 

･････ 
部
門 

 

職 業 １ 11S′  12S′  13S′  ･････ nS1′   

職 業 ２ 21S′  22S′  23S′  ･････ nS2′   

職 業 ３ 31S′  32S′  33S′  ･････ nS3′   

       

       

       

（注）
j
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S の行和から成るベクトルを *S とすると、 

〕〔 EYM̂IBSS* +−′= )(  ···················· ⑲ 

ただし、 1)( −−−= 〕〔 AM̂IIB  

行列 BS′ が「職業誘発係数」の行列であり、各部門

の最終需要１単位によって直接・間接に必要となる

職業別の雇用者数を表している。 

 

４ 最終需要項目別労働誘発係数及び同職業誘

発係数 

 

既に述べたとおり、国内最終需要 Y を項目別に分

解し、次のように表せば、 

NYYYY +++= 21  ······················· ⑰ 

BEL̂YM̂IBL̂YM̂IBL̂L iNiii ′+−′++−′= )()( 1   ·· ⑱ 

が得られる。これにより最終需要項目別の労働誘発

係数が得られ、また、各部門の雇用者又は就業者が

どの最終需要項目にどの程度依存しているかが、い

ずれも従業上の地位別に算出される。 

また、⑲式において、国内最終需要を項目別に分

解すれば、 

BESYM̂IBSYM̂IBSS N
* ′+−′++−′= )()( 1   

となり、特定の最終需要項目によって必要となる職

業別雇用者数（最終需要項目別職業誘発係数）を算

出することができる。 

 

第７節 部門統合の問題 

 

１ はじめに 

 

平成27年表では、行509部門×列391部門の基本分

類による取引基本表を始めとして、それを統合した

統合小分類（187部門）、統合中分類（107部門）、統

合大分類（37部門）及び13部門分類による表を作成

しているが、これ以外にも、利用者がその目的に即

して、独自の部門数の統合分類表を作成することは、

統合部門に属する各基本分類の計数を単純に加算す

ることにより可能である。 

産業連関表をそのまま読み取るだけであれば、ど

のように部門を統合するかは、表章の精粗の問題に

過ぎない。しかし、産業連関表の最も重要な利用方

法は、これから導かれる投入係数や逆行列係数、最

終需要項目別生産誘発係数などを用いて、経済の予

測や特定の経済政策の効果測定、あるいは価格分析

等を行うことであり、産業連関表をこのような目的

で利用しようとする場合には、産業連関表の部門を

どのように設定するかは、極めて重要な問題となっ

てくる。 

すなわち、独自の部門数の統合分類を作るに当た

っては、分析の対象とする部門は独立した部門とし

て設定する一方、扱いやすさ等の観点から、他の部

門は適切に統合することが重要であると考えられる

が、ここで留意しなければならないことは、産業連

関表を用いて生産誘発効果等を計算（逆行列係数を

算出）する場合、部門の設定の仕方によって、通常、

結果が異なることである。 

このような事実に関しては、産業連関表の創始者で

あるＷ．レオンチェフが、その著書の中で、次のよう

に言及している。 

「投入産出分析のための産業の分類は技術的同質性を

考慮することによって導かれ（中略）る。統合の問題

は、投入産出行列の列とそれに対応する行のいくつか

を結合することによって、行列の大きさを小さくする

ときに発生する。統合された行列の性質と統合されな

い行列の性質との関係は、統合されている部門の投入

列が統合されない行列内のどんな位置にあるかに依存

している。ある理想的な条件のもとでは、もとの行列

の逆行列を統合したものは統合した行列の逆行列と一

致する。これらの条件が完全にではなく近似的に満た

されるときは、いま述べた一致性はもちろん、ただ近

似的に実現されるに過ぎない。」（「産業連関分析」、新

飯田宏訳、岩波書店、1969、p.119） 

それでは、どのように部門を設定すれば適切に生

産波及効果が計測できるか等、部門統合で注意すべ

き点について、以下にその概略を述べる。 

 

２ 部門統合の理論的側面 

 

(1) ２部門を統合する場合 

投入係数の行列を次のようなものとして、部門

１及び部門２の二つの部門を統合する場合につい

て考察を行うこととする。                   

 

 

 

 

 

ここで部門１及び部門２の国内生産額をそれぞ

れ 1X 及び 2X とし、 
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と定義すれば、部門１及び部門２を統合した場合

の投入係数行列は、次のような行列に表すことが

できる。 

 

 

 

ここで、最終需要を次のように表すこととする。 

 

 

 

 

1)( −− AI  型逆行列のモデルで、任意の最終需要

F に対して A と
+

A で生産誘発額が一致する場合

の条件を考えてみる。 

まず、部門統合を行う前の投入係数行列を用い

て、最終需要 F に対する１次波及を計算する。１

次波及によって誘発される各部門の国内生産額を

ベクトル
1X で表せば、 

 

 

 

･････････････････ ⑳ 

となる。 

次に、部門統合を行った後の投入係数行列
+

Aを

用いて、最終需要に対する１次波及を計算する。 

ここで、 

 

 

 

とする。 

１次波及で誘発される各部門の国内生産額をベ

クトル
+

1X で表せば、 

 

 

 

 

 

 

 

 

･････････････････ ㉑ 

となる。 

ここで、統合の有無にかかわらず、１次波及に

よる生産誘発額が一致する条件は、任意の F につ

いて 

          

･････････････････ ㉒ 

 

 

が成立することである。  

⑳式及び㉑式を㉒式に代入し書き換えると、α+β

＝１から、 

 

･････････････ ㉒’ 

       

となる。 

これまでみてきたように、㉒’式は、１次波及

の大きさが部門統合による変化を生じさせないた

めの条件であるが、⑳式の F 及び㉑式の
+

F を、そ

れぞれ 1X 及び
+

1X に置き換えることで求められる

２次波及による国内生産誘発額 2X 及び
+

2X が一致

するための条件ともなり、結局、究極的な波及の

大きさ（いわゆる「生産誘発額」）が一致するため

の条件となる。すなわち、各部門における生産誘

発額が、統合によって変化しないための条件は㉒’

式のとおりで、統合対象となった各部門の投入係

数が、統合後の対応する部門の投入係数と一致し

ていることである。換言すれば、生産技術構造を

示す投入係数が同じである場合のみ、統合前と統

合後とでは生産誘発効果に変化は生じないという

ことになる。 

我が国における産業連関表の部門は、財・サー

ビスの種類に応じたアクティビティ・ベースの分

類となっているが、上に述べた条件は、このアク

ティビティ・ベースの等質性が部門設定の条件で

あることを示したものであり、その意味では、当

初の部門設定の基準や原理を示すものでもある。 

(2) 部門統合に伴う他部門での生産誘発における影響 

次に、部門統合に伴う他部門での生産誘発におけ

る影響について考えてみることにする。ここで、他

部門を特定の部門 l で代表させて考えることにする。 

部門 l への１次波及の大きさが、部門統合を行

う前と後とで一致する条件は、前記㉒式のうち、 

 

となる。これから得られる条件は、 

 

である。すなわち、部門統合の対象となる部門１

及び部門２における部門 l からの投入係数が、相
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互に一致している場合には、部門統合の前と後と

で、任意の最終需要による部門 l への１次の生産

波及効果は一致することとなる。しかし、２次以

降の波及効果については、通常、統合の前と後と

では一致しない。 

ここで、特に 

 

が成立する場合、すなわち、考察の対象となって

いる部門 l 以外の部門が、部門 l から全く投入を

行っていない場合には、部門 l 以外の部門をどの

ように統合しても、部門 l に対する生産波及効果

には影響が生じない。 

このような関係を全体的に把握するためには、

投入係数表の行部門及び列部門について、それぞ

れの対応関係を保ちつつ、その順番を入れ替えて、

次のように変形する投入係数表のブロック化が有

効である。 

 

（注）×以外は、全て０である。 

このとき、ある最終需要による波及効果を、例

えばグループⅠにのみ注目して分析する場合には、

グループⅡ、Ⅲ、Ⅳをどのように統合しても、Ⅰ

における生産誘発効果は一定である。ⅡまたはⅢ

のグループに関しても同様である。 

また、部門統合の対象となる各部門の最終需要

の相互の比率が、それぞれの国内生産額の比率と

等しい場合、すなわち、 

βα ::: 2121 == XXFF （なお、 )1=+ βα  

の場合には、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となり、
1X を統合したものが

+
1X に一致するこ

ととなる。 

(3) 統合により生産波及に影響を生じさせないため

の条件 

以上のことより、次のようなことが言える。 

① 統合の対象となる各部門の投入係数が、統合

後の部門の投入係数と一致している場合には、

任意の最終需要に関し、その生産波及効果は完

全に一致する。 

② 統合の対象となる部門のその他の特定部門か

らの投入係数が、部門統合の前と後とで一致し

ている場合には、その特定部門に対する１次の

生産波及効果は、任意の最終需要に関して変化

しない。 

③ ある特定の部門から全く投入を受けていない

部門については、どのように統合しても、その

特定部門に対する生産波及効果には影響が生じ

ない。 

④ 統合の対象となる各部門の最終需要の相互の

比率が、それぞれの国内生産額の比率と等しい

場合には、その最終需要がもたらす１次の生産

波及効果は全ての対応する部門において一致す

る。 

なお、輸入を考慮した 1)ˆ( −〕－－〔 AMII 型の逆

行列係数のモデルで考える場合には、③を除き、

統合の対象となる部門の輸入率が等しいという

条件が加わる。このように、投入構造が統合の

前後で変化しないという非常に特殊な場合を除

×

×

×

×

× ×

× × ×

× × × ×

× ×

× ×

× × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × × ×

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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き、部門の統合（あるいは部門の設定）の仕方

によって生産波及・誘発に異なる結果が導かれ

るということを、常に念頭に置く必要がある。 

 

３ 部門統合の実例 

 

平成27年表を用いて、実際に部門統合の影響を調

べてみることにする。次の２通りの方法で、13部門

分類の生産誘発額（最終需要項目別）を算出し、比

較を行う。 

なお、逆行列係数は、 1)ˆ( −〕－－〔 AMII 型を用いるこ

ととする。 

① 187部門で計算し、その結果13部門分類に統合す

る。 

② 始めから13部門分類を用いて計算する。 

両者の比較結果は、表５－２のとおりであり、内

枠の中の各数字は、②の①に対する差分比率を％表

示したものである。これをみると、鉱業や農林漁業

を中心に、両者に大きな差異が生じており、部門の

統合による強い影響がうかがわれる。また、行・列

ごとに、上記比率の絶対値を①による生産誘発額の

ウエイトで加重平均した値（「かい離度」と呼ぶ。）

をみると、最終需要項目別では、特に在庫純増にお

いて大きな値となっている。 

更に、上記②の代わりに、 

②′統合大分類（37部門）で計算し、結果を13部門

分類に統合する。 

②″統合中分類（107部門）で計算し、結果を13部門

分類に統合する。 

についても、同様に①との比較を行った結果を、最

終需要項目別のかい離度のみについて示すと、表５

－３のとおりである。 

 

４ まとめ 

 

前記３においては、考察の便宜上、13部門分類へ

の統合を扱ったが、実際の分析では、統合大分類

（37部門）又はそれ以上の部門への統合が一般的と

考えられる。しかし、その場合でも事情は同様であ

ると考えられる。 

したがって、パソコン等の計算手段の発達した今

日では、できる限り大きな部門数で計算した上で、

結果を統合することが望ましい。少なくとも、必要

な部門数よりも一段階大きい部門の表で計算すべき

であろう。特に、結果を最終需要項目別や部門ごと

に比較考察する場合は、なおさらである。ただし、

前記２に示したような条件が、近似的にでも成立す

るような範囲内での部門統合であれば、生産波及効

果への影響もそれほど大きなものではなく、特に、

特定の部門についてのみ注目して分析を行う場合に

は、ブロック化を行うことで、有効な部門統合を行

い得ることも考えられる。  
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（単位：％）

家計外
消費支出

民間
消費支出

一般政府
消費支出

国内総固定
資本形成

在庫純増 輸出計
かい離度

（λi*）

01 農 林 漁 業 -71.45 -37.77 119.87 294.03 -5.62 503.42 70.52

02 鉱 業 157.13 171.92 179.89 -67.39 -105.54 63.15 84.95

03 製 造 業 -14.11 9.68 16.92 0.19 -232.46 -9.25 7.41

04 建 設 1.74 -3.32 -1.40 0.07 -273.11 6.88 0.24

05 電力・ガス・水道 -36.17 -3.28 9.30 17.55 -167.10 0.65 5.99

06 商 業 -23.31 -2.03 5.86 5.92 8.53 7.05 4.16

07 金 融 ・ 保 険 -17.84 0.87 -1.16 -4.53 -4.85 -1.02 1.33

08 不 動 産 -4.21 0.63 -4.39 -5.28 1.43 -7.98 1.13

09 運 輸 ・ 郵 便 -21.61 -0.38 11.30 -2.81 44.87 1.22 2.38

10 情 報 通 信 1.17 -7.85 50.05 6.29 9.08 -12.71 10.71

11 公 務 2.94 0.22 -0.01 -3.00 138.50 5.94 0.07

12 サ ー ビ ス 0.54 0.43 -0.38 -1.29 24.66 1.83 0.63

13 分 類 不 明 2.94 0.78 -1.77 -3.00 138.62 5.94 2.38

かい離度（λ*j） 11.00 4.09 3.99 2.60 -125.63 9.00 4.70

i* =
j

|ij|×

j
Zij

Zij
*j =

i
|ij|×

i
Zij

Zij

（単位：％）

家計外
消費支出

民間
消費支出

一般政府
消費支出

国内総固定
資本形成

在庫純増 輸出計
かい離度
（λi*）

11.00 4.09 3.99 2.60 -125.63 9.00 4.70

5.49 1.22 2.09 2.34 -44.61 1.64 1.76

0.48 0.47 0.45 1.26 -7.99 1.77 0.85

ケース②  （ 13/190）

ケース②' （ 37/190）

ケース②''（108/190）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

差分比率は、ij = Z'ij/Zij-1 ×100 
 

かい離度は、 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注） 統合小分類（187 部門）で生産誘発額を計算・統合したものを
ijZ （ i ：産業部門、 j ：最終需要項目）、

 

表５－３ 各統合分類での最終需要項目別のかい離度 

ij =
ij

|ij|×

ij
Zij

Zij

表５－２ 部門の統合に伴う生産誘発額における差異（差分比率） 
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第８節 産業連関分析上の留意点 

 

投入係数や逆行列係数などを用いることにより行う

産業連関分析は、産業連関表の利活用上の大きな柱で

ある。しかし、その際には、次のような前提があるこ

とにも留意しなければならない。 

１ 投入係数の安定性 

 

産業連関分析は、本章第１節３の説明のとおり、投

入係数の安定性を前提として行われるものである。し

かし、実際には、分析の対象とする年次が作表の対象

となった年次から離れるに従って投入係数が変化して

いる可能性が高くなることに留意する必要がある。 

また、作表年次の生産規模に対して極端に異なる

規模の生産、需要等が生じた場合には、規模の経済

性効果により投入構造が変化している可能性が考え

られることから、分析結果への慎重な解釈、対応等

が望まれる。 

なお、「投入係数の安定性」とは、過去の表との比

較の観点で述べているものではなく、「過去の年次の

産業連関表と投入構造が同様であること」という意

味ではない。産業連関表の作成は、あくまで作成年

次のデータを用いて行うものであり、推計の結果と

して、過去に作成した産業連関表から投入構造に変

化が生じていても、それ自体は問題ではない。 

２ その他の留意点 

 

前記１で記載した投入係数の安定性のほか、産業

連関分析を行うに当たっては、以下のような留意点

がある。 

(1) 発生した最終需要の源泉は問わない 

波及分析は、与件データとして需要額を与える

ことから始まるが、その需要額が何によってもた

らされたかは考慮しない。 

家計を例に取ると、一部の支出が増加した場合は、

所得に変化がなければ、他の支出が減少する。その

減少は、いわばマイナスの経済波及効果をもたらし

ているといえる。もし、貯蓄を取り崩して消費を続

けたとしても、貯蓄の減少は投資の減少を通じて、

マイナスの経済波及効果をもたらす可能性がある。 

産業連関分析は、あくまで生産・分配・支出の

循環の一部分を切り取った分析であり、その他の

部分は、変化がないことが前提となっている。 

(2) 波及の中断等 

次に掲げるような場合には、波及の中断等によ

り、短期的には、分析結果ほどの波及が生じない

ことがある。 

ア 需要が生じたとしても、部門ごとに当該需要

に応えられるだけの生産能力が常にあるとは限

らない。発生した需要が生産能力を超えている

場合、実際には、波及の中断が生じる場合があ

る。 

イ 需要が生じても、過剰在庫を抱えている部門

においては、過剰在庫の放出で対応することが

考えられ、その場合には、期待する程の波及効

果が生じない可能性がある。 

ウ 需要の増加による雇用者数の誘発についても、

現状の人員の範囲で時間外勤務の増加で対応し

た場合、雇用増には結びつかない場合がある。 

(3) 仮設部門等による影響 

取引基本表の内生部門は、アクティビティ・ベ

ースに基づき、部門分類を設定しているが、その

中には独立したひとつの産業部門とは考えられな

いものの、取引基本表作成上の便宜から、「仮設部

門」を設けている。これにより、その分だけ中間

投入率が大きくなるため、波及効果もその分大き

くなる。 

(4) 波及効果が達成される時期 

産業連関分析において、波及効果がいつの時点

で達成されるかは明確にされない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー128ー




